■特別養子縁組等の推進のための支援体制の構築に向けた取組み資料４

国の要領に記載のとおり、養子縁組が適当と考えられる子どもについては、十分なアセスメントとマッチング等を前提に積極的な検討が行われるべきである。大阪府では、養子縁組里親支援機関との連携をはじめ、以下の取組みを通じて、養親を必要とする児童に対して確実に、できる限り早く、養子縁組里親委託を実現する体制を整備していく。


○養子縁組里親支援機関事業
· 事業実施者　公益財団法人家庭養護促進協会
· 実施地域    府内全域
· 目的・内容
養子縁組家庭への支援に関する専門性を有する民間団体と行政が協働して、養子縁組里親のリクルートから委託後支援を行うことで、里親支援策の充実を図る。行政では実施困難な、府域を超えた広報活動や、児童の適性に応じられる里親家庭の選定、養子里親の特殊性に応じた専門性の高い支援の実践を行うことを目的とする。
＜具体的な事業＞
・産婦人科医療機関の受付等でのリーフレットの配置
・養子里親に特化した説明会の開催
・養親となる上で必要なスキルを習得するための研修の実施
・児童相談所と連携したマッチングの検討
・養親家庭が抱える特有の不安・悩みに対応した支援の実施
○養子縁組の積極的な検討
入所中児童で、保護者が行方不明もしくは面会等が長期間途絶えているケースについて、養子縁組を積極的に検討する。
○新生児委託の検討と実施
[bookmark: _GoBack]実施条件が整っている場合には新生児委託を検討・実施し、新生児委託の促進を図る。また、職員研修においても、新生児委託についての理解と周知を図る。
○広域での委託検討
「愛の手」掲載後、一定期間養子縁組里親がみつからない場合において、広域での委託検討を行う。
○民間あっせん団体との連携
民間あっせん機関を通じて養親希望者より希望があった場合、あるいは保護者が民間あっせん機関にあっせんを依頼した場合、民間あっせん団体との連携を開始し、実践を通じて連携のあり方について里親担当者会議で検討を行う。
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●養子縁組里親の受託／養子縁組里親への児童委託状況（H２８年度）　【厚生労働省福祉行政報告例データより】

４７都道府県　２０指定都市　２中核市　　　　　（合計　６９自治体）

○養子縁組里親受託/委託数10ケース以上の自治体

都道府県

里親等委託

率（FH含

む）

養子縁組里

親登録数

養子縁組里親受

託数

（他府県児童受

託含む）

里親委託数

（FH除く）

養子縁組里

親委託数

福島県 20.8 114 10 72 10

栃木県 20.4 83 15 104 14

千葉県 24.6 264 15 236 16

東京都 13.1 229 38 419 40

静岡県 26.7 152 20 108 5

愛知県 14.5 226 10 129 10

大阪府 10 67 19 100 18

大阪市 11.8 23 3 117 19

福岡市 39.7 64 8 90 10

・各自治体登録の養子縁組里親の受託状況は10ケース以上が７自治体のみ。大阪府は東京都（38）、静岡県（20）についで3番目に多い（19）。

・各自治体登録の養子縁組里親への児童委託状況は10ケース以上が８自治体のみ。大阪府は東京都（40）、大阪市（19）についで3番目に多い（18）。

・各自治体において登録養子縁組里親数に占める実際の受託数について、大阪府は受託割合が高い。（他府県の児童の受託含む）

・各自治体において全委託数に占める養子縁組里親への児童委託（特養前提）数についても、大阪府は委託割合が高い。（他府県への委託含む）
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